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　　　 し込みをした者を落札者とする。
　　 イ　 落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上ある時は、直ちに当該入札者に
　　　 くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のう
　　　 ち開札に立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入
　　　 札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。
　（５）　 最低制限価格
　　　　 設定しない。
　（６）　 契約の締結期限等
　　 ア　 契約書作成の要否
　　　　 要
　　 イ　 契約の締結期限
　　　　 落札者は、落札後７日以内に契約を締結しなければならない。
　（７）　 その他詳細は、入札説明書による。

　登載依頼

熊本県監査委員公告第８号
　地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 252条の 37条５項の規定に基づき、包括外部
監査人石見敏行から平成 13年度包括外部監査の結果に関する報告の提出があったので、
同法第 252条の 38第３項の規定により、別冊のとおり公表する。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県監査委員　 寺　 嶋　　　 建　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 同　　　　　　　 山　 本　 豊　 孝　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 同　　　　　　　 八　 浪　 知　 行　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 同　　　　　　　 吉　 本　 賢　 児　　
　

熊本県有明海区漁業調整委員会告示第１号
　熊本県有明海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程の一部を改正
する規程を次のように定める。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　 熊本県有明海区漁業調整委員会会長　 黒　 田　 正　 明　　　
　　　 熊本県有明海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程の一部を
　　　 改正する規程
　熊本県有明海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程（平成 13年
熊本県有明海区漁業調整委員会告示第１号）の一部を次のように改正する。
第３条　（見出しを含む。）中「公務員」を「公務員等」に改める。
第４条第３項に次のただし書を加える。
　ただし、次の各号に掲げる場合は、当該各号に定める様式によるものとする。
　（１）　 条例第 10条の規程により開示請求を拒否する場合　 別記第４号の２様式（行政
　　　 文書の存否を明らかにしない不開示決定通知書）
　（２）　 開示請求に係る行政文書を管理していない場合　 別記第４号の３様式（行政文書
　　　 の不存在による不開示決定通知書）
　　　　　　　　 　「２　 条例第 10条に該当　　　「２　 その他
　別記第４号様式中　 ３　 その他　　　　　　　 を　　　　　　　 に改め、同様式の次に
　　　　　　　　　　（理　 由）　　　　　　 」　　　 （理　 由）」
次の２様式を加える。
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　　　 附　 則
１　 この規程は、平成 14年４月 17日から施行する。ただし、第３条の改正規程は、独立
　行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13年法律第 140号）附則第１条
　本文の政令で定める日から施行する。
２　 この規程（前項ただし書に規程する改正規程を除く。以下この項において同じ。）に
　よる改正後の熊本県有明海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程
　は、この規程の施行の日以後にされた開示請求について適用し、同日前にされた開示請
　求については、なお従前の例による。

天草不知火海区漁業調整委員会告示第２号
　天草不知火海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程の一部を改正
する規程を次のように定める。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　 天草不知火海区漁業調整委員会会長　 宮　 本　　 勝　　　
　　　 天草不知火海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程の一部を
　　　 改正する規程
　天草不知火海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程（平成 13年
天草不知火海区漁業調整委員会告示第２号）の一部を次のように改正する。
第３条　（見出しを含む。）中「公務員」を「公務員等」に改める。
第４条第３項に次のただし書を加える。
　ただし、次の各号に掲げる場合は、当該各号に定める様式によるものとする。
　（１）　 条例第 10条の規程により開示請求を拒否する場合　 別記第４号の２様式（行政
　　　 文書の存否を明らかにしない不開示決定通知書）
　（２）　 開示請求に係る行政文書を管理していない場合　 別記第４号の３様式（行政文書
　　　 の不存在による不開示決定通知書）
　　　　　　　　 　「２　 条例第 10条に該当　　　「２　 その他
　別記第４号様式中　 ３　 その他　　　　　　　 を　　　　　　　 に改め、同様式の次に
　　　　　　　　　　（理　 由）　　　　　　 」　　　 （理　 由）」
次の２様式を加える。
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　　　 附　 則
１　 この規程は、平成 14年４月 17日から施行する。ただし、第３条の改正規程は、独立
　行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13年法律第 140号）附則第１条
　本文の政令で定める日から施行する。
２　 この規程（前項ただし書に規程する改正規程を除く。以下この項において同じ。）に
　よる改正後の天草不知火海区漁業調整委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程
　は、この規程の施行の日以後にされた開示請求について適用し、同日前にされた開示請
　求については、なお従前の例による。

熊本県内水面漁場管理委員会告示第１号
　熊本県内水面漁場管理委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程の一部を改正す
る規程を次のように定める。
　　 平成 14年４月 17日
　　　　　　　　　　　　　　 熊本県内水面漁場管理委員会会長　 馬　 場　 敬　 次　　　
　　　 熊本県内水面漁場管理委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程の一部を改
　　　 正する規程
　熊本県内水面漁場管理委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程（平成 13年熊
本県内水面漁場管理委員会告示第１号）の一部を次のように改正する。
第３条　（見出しを含む。）中「公務員」を「公務員等」に改める。
第４条第３項に次のただし書を加える。
　ただし、次の各号に掲げる場合は、当該各号に定める様式によるものとする。
　（１）　 条例第 10条の規程により開示請求を拒否する場合　 別記第４号の２様式（行政
　　　 文書の存否を明らかにしない不開示決定通知書）
　（２）　 開示請求に係る行政文書を管理していない場合　 別記第４号の３様式（行政文書
　　　 の不存在による不開示決定通知書）
　　　　　　　　 　「２　 条例第 10条に該当　　　「２　 その他
　別記第４号様式中　 ３　 その他　　　　　　　 を　　　　　　　 に改め、同様式の次に
　　　　　　　　　　（理　 由）　　　　　　 」　　　 （理　 由）」
次の２様式を加える。
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　　　 附　 則
１　 この規程は、平成 14年４月 17日から施行する。ただし、第３条の改正規程は、独立
　行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13年法律第 140号）附則第１条
　本文の政令で定める日から施行する。
２　 この規程（前項ただし書に規程する改正規程を除く。以下この項において同じ。）に
　よる改正後の熊本県内水面漁場管理委員会が管理する行政文書の開示等に関する規程は、
　この規程の施行の日以後にされた開示請求について適用し、同日前にされた開示請求に
　ついては、なお従前の例による。
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